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〇 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平
成⼗⼀年三⽉三⼗⼀日）（厚生省告⽰第九⼗三号）

介護保険法（平成九年法律第百二⼗三号）第七条第⼗七項の規定に基づき、厚生⼤⾂が定め
る福祉用具貸与に係る福祉用具の種⽬を次のように定め、平成⼗二年四⽉⼀日から適用する。

厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目

１ ⾞いす
⾃⾛用標準型⾞いす、普通型電動⾞いす又は介助用標準型⾞いすに限る。

２ ⾞いす付属品
クッション、電動補助装置等であって、⾞いすと⼀体的に使用されるものに限る。

３ 特殊寝台
サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付けることが可能なものであって、次に掲げ

る機能のいずれかを有するもの
一 背部又は脚部の傾斜⾓度が調整できる機能
二 床板の高さが無段階に調整できる機能

４ 特殊寝台付属品
マットレス、サイドレール等であって、特殊寝台と一体的に使用されるものに限る。

５ 床ずれ防止用具
次のいずれかに該当するものに限る。
一 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット
二 水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のマット

６ 体位変換器
空気パッド等を⾝体の下に挿⼊することにより、居宅要介護者等の体位を用意に変換でき

る機能を有するものに限り、体位の保持のみを目的とするものを除く。
７ 手すり

取付けに際し工事を伴わないものに限る。
８ スロープ

段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る。
９ 歩⾏器

歩⾏が困難な者の歩⾏機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有するもので
あって、次のいずれかに該当するものに限る。
一 ⾞輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把⼿等を有するもの
二 四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させることが可能なもの

10 歩⾏補助つえ
松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッ

チ及び多点杖に限る。
11 認知症⽼⼈徘徊感知機器

介護保険法第五条の二第⼀項に規定する認知症である⽼⼈が屋外へ出ようとした時等、セ
ンサーにより感知し、家族、隣⼈等へ通報するもの

12 移動用リフト（つり具の部分を除く。）
床⾛⾏式、固定式又は据置式であり、かつ、⾝体をつり上げ又は体重を支える構造を有す

るものであって、その構造により、⾃⼒での移動が困難な者の移動を補助する機能を有する
もの（取付けに住宅の改修を伴うものを除く。）

13 ⾃動排泄処理装置
尿又は便が⾃動的に吸引されるものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割するこ

とが可能な構造を有するものであって、居宅要介護者等又はその介護を⾏う者が容易に使用
できるもの（交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、尿や便の経路となる
ものであって、居宅要介護者等又はその介護を⾏う者が容易に交換できるものをいう。）を
除く。）。

２．厚⽣労働省より発出されている留意事項通知等
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〇 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定
める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種⽬（平成⼗⼀年三⽉三⼗⼀
日）（厚生省告⽰第九⼗四号）

介護保険法（平成九年法律第百二⼗三号）第四⼗四条第⼀項の規定に基づき、厚生⼤⾂が定
める居宅介護福祉用具購⼊費等の支給に係る特定福祉用具の種⽬を次のように定め、平成⼗二
年四⽉⼀日から適用する。

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定め
る特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目

１ 腰掛便座
次のいずれかに該当するものに限る。
一 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの
二 洋式便器の上に置いて⾼さを補うもの
三 電動式又はスプリング式で便座から⽴ち上がる際に補助できる機能を有しているもの
四 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居室において利用可能であるものに

限る。）
２ ⾃動排泄（せつ）処理装置の交換可能部品
３ 排泄(せつ)予測支援機器

膀（ぼう）胱（こう）内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、排尿の機会を居
宅要介護者等又はその介護を⾏う者に通知するもの

４ 入浴補助用具
座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とする用具であって次のいず

れかに該当するものに限る。
一 入浴用椅子
二 浴槽用手すり
三 浴槽内椅子
四 入浴台

浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への出⼊りのためのもの
五 浴室内すのこ
六 浴槽内すのこ
七 入浴用介助ベルト

５ 簡易浴槽
空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取⽔又は排⽔のために⼯事

を伴わないもの
６ 移動用リフトのつり具の部分
７ スロープ

段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないものに限る。
８ 歩⾏器

歩⾏が困難な者の歩⾏機能を補う機能を有し、移動時に体重を支える構造を有するもので
あって、四脚を有し、上肢で保持して移動させることが可能なもの。

９ 歩⾏補助つえ
カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッチ及び多点

杖に限る。
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⽼企第３４号

平成12年１⽉31日

最終改正 ⽼⾼発０３１５第６号

令和６年３⽉15日

各都道府県介護保険主管部（局）⻑殿

厚生省⽼⼈保健福祉局企画課⻑

介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて

介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第７条第17項の規定に基づく

「厚生大臣が定める福祉用具貸与に係る福祉用具の種目」、法第44条第１項の規定に基づく

「厚生⼤⾂が定める居宅介護福祉用具購⼊費等の支給に係る特定福祉用具の種⽬」及び法第45

条第１項規定に基づく「厚生⼤⾂が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種

類」については、平成11年３⽉31日厚生省告⽰第93号、第94号及び第95号（以下それぞれ

「貸与告⽰」、「購⼊告⽰」及び「住宅改修告⽰」という。）をもって公布され、平成12年４

⽉１日より適用されるところであるが、その内容及び取扱いは別添のとおりであるので、御了

知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のな

いようにされたい。
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（別添）
第一 福祉用具
１ 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目
（1） ⾞いす

貸与告⽰第⼀項に規定する「⾃⾛用標準型⾞いす」、「普通型電動⾞いす」及び「介助
用標準型⾞いす」とは、それぞれ以下のとおりである。
① ⾃⾛用標準型⾞いす

日本産業規格(JIS)T9201:2006のうち自走用標準形、自走用座位変換形及びパワー
アシスト形に該当するもの及びこれに準ずるもの（前輪が⼤径⾞輪であり後輪がキャス
タのものを含む。）をいう。
また、自走用スポーツ形及び自走用特殊形のうち要介護者等が日常生活の場面で専ら

使用することを目的とするものを含む。
② 普通型電動⾞いす

日本産業規格(JIS)T9203:2010のうち自操用標準形、自操用ハンドル形、自操用座
位変換形に該当するもの及びこれに準ずるものをいう。
なお、⾃操用簡易形及び介助用簡易形にあっては、⾞いす本体の機構に応じて①又は

③に含まれるものであり、電動補助装置を取り付けてあることをもって本項でいう普通
型電動⾞いすと解するものではないものである。

③ 介助用標準型⾞いす
日本産業規格(JIS)T9201:2006のうち、介助用標準形、介助用座位変換形、介助用

パワーアシスト形に該当するもの及びそれに準ずるもの（前輪が中径⾞輪以上であり後
輪がキャスタのものを含む。）をいう。
また、日本産業規格(JIS)T9203:2010のうち、介助用標準形に該当するもの及びこ

れに準ずるもの（前輪が中径⾞輪以上であり後輪がキャスタのものを含む。）をいう。
（2） ⾞いす付属品

貸与告⽰第二項に掲げる「⾞いす付属品」とは、利用することにより、当該⾞いすの利
用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当する。
なお、同項にいう「⼀体的に貸与されるもの」とは、⾞いすの貸与の際に併せて貸与さ

れる付属品又は既に利用者が⾞いすを使用している場合に貸与される付属品をいう。
① クッション又はパッド

⾞いすのシート又は背もたれに置いて使用することができる形状のものに限る。
② 電動補助装置

⾃⾛用標準型⾞いす又は介助用標準型⾞いすに装着して用いる電動装置であって、当
該電動装置の動⼒により、駆動⼒の全部又は⼀部を補助する機能を有するものに限る。

③ テーブル
⾞いすに装着して使用することが可能なものに限る。

④ ブレーキ
⾞いすの速度を制御する機能を有するもの又は⾞いすを固定する機能を有するものに

限る。
（3） 特殊寝台

貸与告⽰第三項に規定する「サイドレール」とは、利用者の落下防⽌に資するものであ
るとともに、取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに限られる。

（4） 特殊寝台付属品
貸与告⽰第四項に掲げる「特殊寝台付属品」とは、利用することにより、当該特殊寝台

の利用効果の増進に資するものに限られ、例えば次に掲げるものが該当する。
なお、同項にいう「一体的に使用されるもの」とは、特殊寝台の貸与の際に併せて貸与

される付属品又は既に利用者が特殊寝台を使用している場合に貸与される付属品をいう。
① サイドレール

特殊寝台の側⾯に取り付けることにより、利用者の落下防⽌に資するものであるとと
もに、 取付けが簡易なものであって、安全の確保に配慮されたものに限る。
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② マットレス
特殊寝台の背部又は脚部の傾斜⾓度の調整を妨げないよう、折れ曲がり可能な柔軟性

を有するものに限る。
③ ベッド用手すり

特殊寝台の側⾯に取り付けが可能なものであって、起き上がり、⽴ち上がり、移乗等
を⾏うことを容易にするものに限る。

④ テーブル
特殊寝台の上で使用することができるものであって、門型の脚を持つもの、特殊寝台

の側面から差し入れることができるもの又はサイドレールに乗せて使用することができ
るものに限る。

⑤ スライディングボード・スライディングマット
滑らせて移乗・位置交換するための補助として用いられるものであって、滑りやすい

素材又は滑りやすい構造であるものに限る。
⑥ 介助用ベルト

居宅要介護者等又はその介護を⾏う者の⾝体に巻き付けて使用するものであって、起
き上がり、⽴ち上がり、移乗等を容易に介助することができるもの。
ただし、購入告示第四項第七号に掲げる「入浴用介助ベルト」は除かれる。

（5） 床ずれ防止用具
貸与告示第五項に掲げる「床ずれ防止用具」とは、次のいずれかに該当するものをいう。

① 送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気パッドが装着された空気マットであって、
体圧を分散することにより、圧迫部位への圧⼒を減ずることを⽬的として作られたもの。

② 水、エア、ゲル、シリコン、ウレタン等からなる全身用のマットであって、体圧を分
散することにより、圧迫部位への圧⼒を減ずることを⽬的として作られたもの。

（6） 体位変換器
貸与告⽰第六項に掲げる「体位変換器」とは、空気パッド等を⾝体の下に挿⼊し、てこ、

空気圧、その他の動⼒を用いることにより、仰臥位から側臥位又は座位への体位の変換を
容易に⾏うことができるものをいう。
ただし、専ら体位を保持するためのものは除かれる。

（7） 手すり
貸与告示第七項に掲げる「手すり」とは、次のいずれかに該当するものに限られる。
なお、前記（4）の③に掲げるものは除かれる。また、取付けに際し工事(ネジ等で居宅

に取り付ける簡易なものを含む。以下同じ。）を伴うものは除かれる。⼯事を伴う場合で
あって、住宅改修告⽰第⼀号に掲げる「⼿すりの取付け」に該当するものについては、住
宅改修としての給付の対象となるところである。
① 居宅の床に置いて使用すること等により、転倒予防若しくは移動又は移乗動作に資す
ることを目的とするものであって、取付けに際し工事を伴わないもの。

② 便器又はポータブルトイレを囲んで据え置くことにより、座位保持、⽴ち上がり又は
移乗動作に資することを目的とするものであって、取付けに際し工事を伴わないもの。

（8） スロープ
貸与告⽰第⼋項に掲げる「スロープ」には、個別の利用者のために改造したもの及び持

ち運びが容易でないものは含まれない。
なお、取付けに際し⼯事を伴うものは除かれる。⼯事を伴う場合であって、住宅改修告

⽰第二号に掲げる「段差の解消」に該当するものについては、住宅改修としての給付の対
象となるところである。
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（9） 歩⾏器
貸与告示第九項に規定する「把手等」とは、手で握る又は肘を載せるためのフレーム、

ハンドグリップ類をいい、「体の前及び左右を囲む把手等を有する」とは、これらの把手
等を体の前及び体の左右の両方のいずれにも有することをいう。ただし、体の前の把手等
については、必ずしも手で握る又は肘を載せる機能を有する必要はなく、左右の把手等を
連結するためのフレーム類でも差し支えない。また、把⼿の⻑さについては、要介護者等
の⾝体の状況等により異なるものでありその⻑さは問わない。
なお、上り坂ではアシスト、下り坂では制動、坂道の横断では⽚流れ防⽌及びつまずき

等による急発進防止の機能（自動制御等の機能）が付加されたものであって、左右のフレ
ームとこれを連結する中央部のパイプからなり、四輪又はそれ以上の⾞輪を有し、うち二
つ以上の⾞輪について⾃動制御等が可能であるものを含む。

（10） 歩⾏補助つえ
松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラ

ッチ及び多点杖に限る。
（11） 認知症⽼⼈徘徊感知機器

貸与告⽰第⼗⼀項に掲げる「認知症⽼⼈徘徊感知機器」とは、認知症である⽼⼈が徘徊
し、屋外に出ようとした時又は屋内のある地点を通過した時に、センサーにより感知し、
家族、隣⼈等へ通報するものをいう。

（12） 移動用リフト（つり具の部分を除く。）
貸与告示第十二項に掲げる「移動用リフト」とは、次の各号に掲げる型式に応じ、それ

ぞれ当該各号に定めるとおりであり（つり具の部分を除く。） 、住宅の改修を伴うものは
除かれる。
① 床⾛⾏式

つり具又はいす等の台座を使用して人を持ち上げ、キャスタ等で床又は階段等を移動
し、目的の場所に人を移動させるもの。

② 固定式
居室、浴室、浴槽等に固定設置し、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台

座を使用して人を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの。
③ 据置式

床又は地面に置いて、その機器の可動範囲内で、つり具又はいす等の台座を使用して
⼈を持ち上げるもの又は持ち上げ、移動させるもの（エレベーター及び階段昇降機は除
く。）。

（13） ⾃動排泄処理装置
貸与告⽰第⼗三項に掲げる「⾃動排泄処理装置」とは、尿又は便が⾃動的に吸引される

ものであり、かつ、尿や便の経路となる部分を分割することが可能な構造を有するもので
あって、居宅要介護者等又はその介護を⾏う者が容易に使用できるもの。
交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等のうち、 尿や便の経路となるもので

あって、居宅要介護者等又はその介護を⾏う者が容易に交換できるもの。）及び専用パッ
ド、 洗浄液等排泄の都度消費するもの並びに専用パンツ、専用シーツ等の関連製品は除
かれる。
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２ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定
める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目
（1） 腰掛便座

次のいずれかに該当するものに限る。
① 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの(腰掛式に変換する場合に高さを補うもの
を含む。)。

② 洋式便器の上に置いて⾼さを補うもの。
③ 電動式又はスプリング式で便座から⽴ち上がる際に補助できる機能を有しているもの。
④ 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（⽔洗機能を有する便器を含み、居室
において利用可能であるものに限る。）。但し、設置に要する費用については従来通り、
法に基づく保険給付の対象とならないものである。

（2） ⾃動排泄処理装置の交換可能部品
⾃動排泄処理装置の交換可能部品(レシーバー、チューブ、タンク等)のうち尿や便の経

路となるものであって、居宅要介護者等又はその介護を⾏う者が容易に交換できるもの。
専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの及び専用パンツ、専用シーツ等の関連製

品は除かれる。
（3） 排泄予測支援機器

購⼊告⽰第三項に規定する「排泄予測支援機器」は、利用者が常時装着した上で、膀胱
内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、⼀定の量に達したと推定された際に、
排尿の機会を居宅要介護者等又はその介護を⾏う者に⾃動で通知するものである。専用ジ
ェル等装着の都度、消費するもの及び専用シート等の関連製品は除かれる。

（4） 入浴補助用具
購入告示第四項各号に掲げる「入浴補助用具」は、それぞれ以下のとおりである。

① 入浴用いす
座面の高さが概ね三五センチメートル以上のもの又はリクライニング機能を有するも

のに限る。
② 浴槽用手すり

浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。
③ 浴槽内いす

浴槽内に置いて利用することができるものに限る。
④ 入浴台

浴槽の縁にかけて浴槽への出⼊りを容易にすることができるものに限る。
⑤ 浴室内すのこ

浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る。
⑥ 浴槽内すのこ

浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。
⑦ 入浴用介助ベルト

居宅要介護者等の⾝体に直接巻き付けて使用するものであって、浴槽への出⼊り等を
容易に介助することができるものに限る。

（5） 簡易浴槽
購⼊告⽰第五項に規定する「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの」とは、

硬質の材質であっても使用しないときに⽴て掛けること等により収納できるものを含むも
のであり、また、居室において必要があれば入浴が可能なものに限られる。

（6） 移動用リフトのつり具の部分
身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。

（7） スロープ
貸与告示第八項に掲げる「スロープ」のうち、主に敷居等の小さい段差の解消に使用し、

頻繁な持ち運びを要しないものをいい、便宜上設置や撤去、持ち運びができる可搬型のもの
は除く。
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（8） 歩⾏器
貸与告⽰第九項に掲げる「歩⾏器」のうち、脚部が全て杖先ゴム等の形状となる固定式

又は交互式歩⾏器をいい、⾞輪・キャスターが付いている歩⾏⾞は除く。
（9） 歩⾏補助つえ

カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホームクラッチ及び多
点杖に限る。

３ 複合的機能を有する福祉用具について二つ以上の機能を有する福祉用具については、次の
とおり取り扱う。
① それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分
ごとに一つの福祉用具として判断する。

② 区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が
含まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。

③ 福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法
に基づく保険給付の対象外として取り扱う。
但し、当該福祉用具の機能を⾼める外部との通信機能を有するもののうち、認知症⽼

人徘徊感知機器において、当該福祉用具の種目に相当する部分と当該通信機能に相当す
る部分が区分できる場合には、当該福祉用具の種目に相当する部分に限り給付対象とす
る。
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〇 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事
項について

(平成⼀⼋年三⽉⼀七日)
(⽼計発第0317001号・⽼振発第0317001号・⽼⽼発第0317001号)

（各都道府県・各指定都市・各中核市介護保険主管部（局）⻑宛
厚生労働省⽼健局計画・振興・⽼⼈保健課⻑連名通知）

標記については、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準を定める
件」（平成⼗⼋年厚生労働省告⽰第百二⼗七号）、「指定居宅サービスに要する費用の額の算
定に関する基準の⼀部を改正する件」（平成⼗⼋年厚生労働省告⽰第百二⼗三号）及び「指定
施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の⼀部を改正する件」（平成⼗⼋年厚生
労働省告⽰第百二⼗五号）が公布され、平成⼗⼋年四⽉⼀日から適用されることとなった。
これらの改正に伴う通知の制定及び改正の内容については、別添のとおりであるので、御了

知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾
のないようにされたい。

（別 添）
１ 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意
事項について」の制定
別紙１のとおり制定する。

２〜４ （略）

（別紙１）
指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項

について

第一 （略）
第二 指定介護予防サービス単位数表に関する事項
１〜９ （略）
10 介護予防福祉用具貸与費
⑴ （略）
⑵ 要支援⼀又は要支援二の者に係る指定介護予防福祉用具貸与費
① 算定の可否の判断基準

要支援⼀又は要支援二の者（以下⑵において「軽度者」という。）に係る指定介護
予防福祉用具貸与費については、その状態像から⾒て使用が想定しにくい「⾞いす」、
「⾞いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防⽌用具」、「体
位変換器」、「認知症⽼⼈徘徊感知機器」、「移動用リフト（つり具の部分を除
く。）」及び「⾃動排泄処理装置（尿のみを⾃動的に吸引する機能のものを除
く。）」（以下「対象外種目」という。）に対しては、原則として算定できない。
しかしながら利用者等告⽰第⼋⼗⼋号において準用する第三⼗⼀号のイで定める状

態像に該当する者については、軽度者であっても、その状態像に応じて利用が想定さ
れる対象外種目について指定介護予防福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断
については、次のとおりとする。
ア 原則として次の表の定めるところにより、「要介護認定等基準時間の推計の方
法」（平成⼗二年厚生省告⽰第九⼗⼀号）別表第⼀の調査票のうち基本調査の直近
の結果（以下単に「基本調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するもの
とする。

イ ただし、アの㈡「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」
及びオの㈢「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、該
当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員
のほか軽度者の状態像について適切な助⾔が可能な者が参加するサービス担当者会
議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定介護予防支援事業者が判断するこ
ととなる。なお、この判断の⾒直しについては、介護予防サービス計画に記載され
た必要な理由を⾒直す頻度（必要に応じて随時）で⾏うこととする。
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ウ また、アにかかわらず、次のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨が医師の
医学的な所⾒に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケア
マネジメントにより介護予防福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場
合にあっては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認することに
より、その要否を判断することができる。この場合において、当該医師の医学的な
所⾒については、主治医意⾒書による確認のほか、医師の診断書又は担当職員が聴
取した介護予防サービス計画に記載する医師の所⾒により確認する⽅法でも差し支
えない。
ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯に

よって、頻繁に利用者等告⽰第⼋⼗⼋号において準用する第三⼗⼀号のイに
該当する者
（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）

ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに九十五号
告⽰第七⼗九号において準用する第二⼗五号のイに該当することが確実に⾒
込まれる者
（例 がん末期の急速な状態悪化）

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避
等医学的判断から利用者等告⽰第⼋⼗⼋号において準用する第三⼗⼀号のイ
に該当すると判断できる者
（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、⼼疾患による⼼不全、嚥下障害によ
る誤嚥性肺炎の回避）

注 括弧内の状態は、あくまでもⅰ）〜ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるも
のを例⽰したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ）〜
ⅲ）の状態であると判断される場合もありうる。

② 基本調査結果による判断の方法
指定介護予防福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種⽬に係る介護予防

福祉用具貸与費を算定する場合には、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」の
イへの該当性を判断するための基本調査の結果の確認については、次に定める方法に
よる。なお、当該確認に用いた文書等については、サービス記録と併せて保存しなけ
ればならない。
ア 当該軽度者の担当である指定介護予防支援事業者から当該軽度者の「要介護認定
等基準時間の推計の方法」別表第一の認定調査票について必要な部分（実施日時、
調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該
軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」という。）の
内容が確認できる文書を入手することによること。

イ 当該軽度者に担当の指定介護予防支援事業者がいない場合にあっては、当該軽度
者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手すること。

11 （略）

表

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ
厚生労働大臣が定める者のイに該当する
基本調査の結果

ア ⾞いす及び⾞い
す付属品

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に歩⾏が困難な者

(二) 日常生活範囲における移動の支援が
特に必要と認められる者

基本調査１－７
「３．できない」
ー

イ 特殊寝台及び特
殊寝台付属品

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に起きあがりが困難な者

(二) 日常的に寝返りが困難な者

基本調査１－４
「３．できない」
基本調査１－３
「３．できない」

ウ 床ずれ防止用具
及び体位変換器

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３
「３．できない」
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エ 認知症⽼⼈徘徊
感知機器

次のいずれにも該当する者
(一) 意⾒の伝達、介護者への反応、記憶

・理解のいずれかに支障がある者

(二) 移動において全介助を必要としない
者

基本調査３－１
「１．調査対象者が意⾒を他者に伝達で
きる」以外
又は
基本調査３－２〜３－７のいずれか
「２．できない」
又は
基本調査３－８〜４－15のいずれか
「１．ない」以外
その他、主治医意⾒書において、認知症
の症状がある旨が記載されている場合も
含む
基本調査２－２
「４．全介助」以外

オ 移動用リフト
（つり具の部分を
除く。）

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に⽴ち上がり困難な者

(二) 移乗が一部介助又は全介助を必要と
する者

(三) 生活環境において段差の解消が必要
と認められる者

基本調査１－８
「３．できない」
基本調査２－１
「３．一部介助」又は「４．全介助」
ー

カ ⾃動排泄処理装
置

次のいずれにも該当する者
(一) 排便が全介助を必要とする者

(二) 移乗が全介助を必要とする者

基本調査２－６
「４．全介助」
基本調査２－１
「４．全介助」
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〇 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管
理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す
る基準の制定に伴う実施上の留意事項について

(平成⼀二年三⽉⼀日)※

(⽼企第三六号)
(各都道府県介護保険主管部(局)⻑あて厚生省⽼⼈保健福祉局企画課⻑通知)

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成⼗二年二⽉厚生省告⽰第⼗九
号）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成⼗二年二⽉厚生省告⽰
第二⼗号）については、本年二⽉⼗日に公布されたところであるが、この実施に伴う留意事項
は左記のとおりであるので、その取扱いに遺憾のないよう関係者に対し、周知徹底を図られた
い。
なお、本通知は、指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「居宅サービス単位数表」と

いう。）のうち訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費、並びに指
定居宅介護支援介護給付費単位数表（以下「居宅介護支援単位数表」という。）を対象とする
ものであり、居宅サービス単位数表のうち短期⼊所生活介護費から特定施設⼊所者生活介護費
までについては追って通知するものである。また、指定施設サービス等に要する費用の額の算
定に関する基準（平成⼗二年二⽉厚生省告⽰第二⼗⼀号）についても追って通知するものであ
ることを申し添える。

記

第一 （略）
第二 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸
与費に係る部分に限る。）に関する事項
１〜８ （略）
９ 福祉用具貸与費
⑴ （略）
⑵ 要介護⼀の者等に係る指定福祉用具貸与費
① 算定の可否の判断基準

要介護⼀の者に係る指定福祉用具貸与費については、その状態像から⾒て使用が想
定しにくい「⾞いす」、「⾞いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、
「床ずれ防⽌用具」、「体位変換器」、「認知症⽼⼈徘徊感知機器」、「移動用リフ
ト（つり具の部分を除く。）」及び「⾃動排泄処理装置」（以下「対象外種⽬」とい
う。）に対しては、原則として算定できない。また、「⾃動排泄処理装置（尿のみを
自動的に吸引する機能のものを除く。）」については、要介護一の者に加え、要介護
二及び要介護三の者に対しては、原則として算定できない。しかしながら利用者等告
⽰第三⼗⼀号のイで定める状態像に該当する者については、軽度者（要介護⼀の者を
いう。ただし、⾃動排泄処理装置については、要介護⼀、要介護二及び要介護三の者
をいう。以下⑵において同じ。）であっても、その状態像に応じて利用が想定される
対象外種目について指定福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、
次のとおりとする。
ア 原則として次の表の定めるところにより、「要介護認定等基準時間の推計の方
法」（平成⼗⼀年厚生省告⽰第九⼗⼀号）別表第⼀の調査票のうち基本調査の直近
の結果（以下単に「基本調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するもの
とする。

イ ただし、アの㈡「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」
及びオの㈢「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」については、該
当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員
のほか軽度者の状態像について適切な助⾔が可能な者が参加するサービス担当者会
議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者が判断するこ
ととなる。なお、この判断の⾒直しについては、居宅サービス計画に記載された必
要な理由を⾒直す頻度（必要に応じて随時）で⾏うこととする。

※下記の福祉用具貸与費及び別表に係る規定は最終改正（平成27年3月改正）を反映した内容です。



Ⅴ 参考情報

83

ウ また、アにかかわらず、次のⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当する旨が医師の
医学的な所⾒に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケア
マネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあっ
ては、これらについて、市町村が書面等確実な方法により確認することにより、そ
の要否を判断することができる。この場合において、当該医師の医学的な所⾒につ
いては、主治医意⾒書による確認のほか、医師の診断書又は担当の介護支援専⾨員
が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所⾒により確認する⽅法でも差し支
えない。
ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯に

よって、頻繁に利用者等告⽰第三⼗⼀号のイに該当する者
（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）

ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等
告⽰第三⼗⼀号のイに該当することが確実に⾒込まれる者
（例 がん末期の急速な状態悪化）

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避
等医学的判断から利用者等告⽰第三⼗⼀号のイに該当すると判断できる者
（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、⼼疾患による⼼不全、嚥下障害によ
る誤嚥性肺炎の回避）

注 括弧内の状態は、あくまでもⅰ）〜ⅲ）の状態の者に該当する可能性のあるも
のを例⽰したにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ⅰ）〜
ⅲ）の状態であると判断される場合もありうる。

② 基本調査結果による判断の方法
指定福祉用具貸与事業者は、軽度者に対して、対象外種⽬に係る指定福祉用具貸与

費を算定する場合には、①の表に従い、「厚生労働大臣が定める者」のイへの該当性
を判断するための基本調査の結果の確認については、次に定める方法による。なお、
当該確認に用いた文書等については、サービス記録と併せて保存しなければならない。
ア 当該軽度者の担当である指定居宅介護支援事業者から当該軽度者の「要介護認定
等基準時間の推計の方法」別表第一の認定調査票について必要な部分（実施日時、
調査対象者等の時点の確認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該
軽度者の状態像の確認が必要な部分）の写し（以下「調査票の写し」という。）の
内容が確認できる文書を入手することによること。

イ 当該軽度者に担当の指定居宅介護支援事業者がいない場合にあっては、当該軽度
者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを入手すること。

第三 （略）

表

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ
厚生労働大臣が定める者のイに該当する
基本調査の結果

ア ⾞いす及び⾞い
す付属品

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に歩⾏が困難な者

(二) 日常生活範囲における移動の支援が
特に必要と認められる者

基本調査１－７
「３．できない」
ー

イ 特殊寝台及び特
殊寝台付属品

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に起きあがりが困難な者

(二) 日常的に寝返りが困難な者

基本調査１－４
「３．できない」
基本調査１－３
「３．できない」

ウ 床ずれ防止用具
及び体位変換器

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３
「３．できない」
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エ 認知症⽼⼈徘徊
感知機器

次のいずれにも該当する者
(一) 意⾒の伝達、介護者への反応、記憶

・理解のいずれかに支障がある者

(二) 移動において全介助を必要としない
者

基本調査３－１
「１．調査対象者が意⾒を他者に伝達で
きる」以外
又は
基本調査３－２〜３－７のいずれか
「２．できない」
又は
基本調査３－８〜４－15のいずれか
「１．ない」以外
その他、主治医意⾒書において、認知症
の症状がある旨が記載されている場合も
含む
基本調査２－２
「４．全介助」以外

オ 移動用リフト
（つり具の部分を
除く。）

次のいずれかに該当する者
(一) 日常的に⽴ち上がり困難な者

(二) 移乗が一部介助又は全介助を必要と
する者

(三) 生活環境において段差の解消が必要
と認められる者

基本調査１－８
「３．できない」
基本調査２－１
「３．一部介助」又は「４．全介助」
ー

カ ⾃動排泄処理装
置

次のいずれにも該当する者
(一) 排便が全介助を必要とする者

(二) 移乗が全介助を必要とする者

基本調査２－６
「４．全介助」
基本調査２－１
「４．全介助」
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事 務 連 絡

平成２２年１０月２５日

各都道府県及び市区町村等介護保険主管課（室）御中

厚生労働省⽼健局 振 興 課

⽼⼈保健課

末期がん等の方への福祉用具貸与の取扱等について

介護保険⾏政の推進につきましては、日頃からご協⼒を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、本年４⽉３０日に、迅速な介護サービス提供が必要となる末期がん等の⽅への要介護認

定等における留意事項として、暫定ケアプランによる介護サービスの提供や迅速な認定調査の

実施等について事務連絡を発出したところです。

今般、要介護認定で要支援１、２及び要介護１と判定された方のうち、末期がん等の心身の状

態が急速に悪化することが確実に⾒込まれる⽅に対する福祉用具貸与の取扱い及び要介護認定

時の留意事項について、改めて下記のとおりお伝えいたしますので、ご了知願います。

記

１．指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費の算定について

要支援者及び要介護１の者については、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防

⽌用具」等の利用に際し、指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費が原則と

して算定できないこととなっています。

ただし、要支援者及び要介護１の者であっても、末期がんの急速な状態悪化等、疾病その

他の原因により状態が急速に悪化し、短期間のうちに日常的に起きあがりや寝返り等が困

難となることが確実に⾒込まれる者については、市町村の判断により指定福祉用具貸与費

及び指定介護予防福祉用具貸与費を算定することができます。

なお、判断にあたっては、医師の医学的な所⾒（主治医意⾒書や医師の診断書等）に基づ

き判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用

具貸与及び介護予防福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合、書面等によ

り確認し、その要否を判断してください（別添１及び２参照）。
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２．介護認定審査会が付する意⾒について

介護認定審査会は、審査判定の結果を市町村に通知する際に、サービスの有効な利用に関

する留意事項について意⾒を付すことができます（別添３参照）。

つきましては、末期がんの急速な状態悪化等、疾病その他の原因により状態が急速に悪化

することが⾒込まれる⽅については、介護認定審査会において必要に応じ市町村への意⾒

付記を活用していただきますよう、審査会委員への周知をお願いします。
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（別添１）
〇 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管
理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する
基準の制定に伴う実施上の留意事項について 〜抄〜

平成１２年３⽉１日⽼企第３６号
厚生省⽼⼈保健福祉局企画課⻑通知
（最終改正 平成２１年４⽉２１日）

（２）要介護一の者に係る指定福祉用具貸与費
① 算定の可否の判断基準

要介護一の者(以下(2)において「軽度者」という。)に係る指定福祉用具貸与費について
は、その状態像から⾒て使用が想定しにくい「⾞いす」、「⾞いす付属品」、「特殊寝
台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防⽌用具」、「体位変換器」、「認知症⽼⼈徘徊感
知機器」及び「移動用リフト(つり具の部分を除く。)」(以下「対象外種目」という。)に対
しては、原則として算定できない。しかしながら第二十三号告示第二十一号のイで定める
状態像に該当する者については、軽度者であっても、その状態像に応じて利用が想定され
る対象外種目について指定福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次
のとおりとする。

（中略）

ウ また、アにかかわらず、次のi)からiii)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な
所⾒に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントに
より福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあっては、これらについて、
市町村が書面等確実な方法により確認することにより、その要否を判断することができる。
この場合において、当該医師の医学的な所⾒については、主治医意⾒書による確認のほか、
医師の診断書又は担当の介護支援専⾨員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所
⾒により確認する⽅法でも差し支えない。

（中略）

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第二十三号告示第
二⼗⼀号のイに該当することが確実に⾒込まれる者
（例 がん末期の急速な状態悪化）

（後略）
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（別添２）
〇 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意
事項について」の制定及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通
所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定
に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の⼀部改正について 〜抄〜

平成１８年３⽉１７日⽼計発第０３１７００１号
⽼振発第０３１７００１号
⽼⽼発第０３１７００１号

厚生労働省⽼健局計画・振興・⽼⼈保健課⻑連名通知
（最終改正 平成２２年３⽉３１日）

（２）要支援一又は要支援二の者に係る指定介護予防福祉用具貸与費
① 算定の可否の判断基準

要支援一又は要支援二の者(以下(2)において「軽度者」という。)に係る指定介護予防福
祉用具貸与費については、その状態像から⾒て使用が想定しにくい「⾞いす」、「⾞いす
付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、
「認知症⽼⼈徘徊感知機器」及び「移動用リフト (つり具の部分を除く。) 」(以下「対象
外種目」という。)に対しては、原則として算定できない。しかしながら第二十三号告示第
六⼗五号において準用する第二⼗⼀号のイで定める状態像に該当する者については、軽度
者であっても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種⽬について指定介護予防福
祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとする。

（中略）

ウ また、アにかかわらず、次のi)からiii)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な
所⾒に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントに
より介護予防福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあっては、これら
について、市町村が書面等確実な方法により確認することにより、その要否を判断するこ
とができる。この場合において、当該医師の医学的な所⾒については、主治医意⾒書によ
る確認のほか、医師の診断書又は担当職員が聴取した介護予防サービス計画に記載する医
師の所⾒により確認する⽅法でも差し支えない。

（中略）

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第二十三号告示第
六⼗五号において準用する第二⼗⼀号のイに該当することが確実に⾒込まれる者
（例 がん末期の急速な状態悪化）

（後略）
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（別添３）
〇 介護認定審査会の運営について 〜抄〜

平成２１年９⽉３０日⽼発０９３０第６号
厚生労働省⽼健局⻑通知

３）認定審査会が付する意⾒

（中略）

（２）要介護状態の軽減又は悪化の防⽌のために必要な療養についての意⾒
介護認定審査会資料から読み取れる状況に基づき、要介護状態の軽減又は、悪化の防⽌

のために特に必要な療養があると考えられる場合、及び指定居宅サービスまたは指定施設
サービスの有効な利用に関して被保険者が留意すべきことがある場合には、介護認定審査
会としての意⾒を付す。

（後略）
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⽼⾼発０３３１第３号

令和４年３⽉31日

都道府県

各 指定都市 介護保険主管部（局）⻑殿

中核市

厚生労働省⽼健局⾼齢者支援課⻑

介護保険の給付対象となる排泄予測支援機器の留意事項について

今般、「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大

臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目の一部を改正する

件」（令和４年３⽉23日厚生労働省告⽰第80号）が公布されたことにより、令和4年4月1日よ

り、排泄予測支援機器が給付対象として追加されたところであるが、販売・給付に当たっての

留意事項等は別添のとおりであるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等に周

知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。
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（別添）
１ 給付対象について

運動動作の低下、排尿のタイミングが不明、または伝えることができない等により、トイ
レでの⾃⽴した排尿が困難となっている居宅要介護者等であって、排尿の機会の予測が可能
となることで、失禁を回避し、トイレで排尿をすることが⾒込める者。

２ 利用が想定しにくい状態について
排泄予測支援機器は、トイレでの⾃⽴した排尿を支援するものであることから、「要介護

認定等基準時間の推計の方法」（平成12年3月24日厚生省告⽰第91号）別表第一の調査票の
うち、調査項⽬２－５排尿の直近の結果が「１．介助されていない」、「４．全介助」の者
については、利用が想定しにくい。

３ 医学的な所⾒の確認について
排泄予測支援機器の販売に当たっては、特定福祉用具販売事業者は以下のいずれかの方法

により、居宅要介護者等の膀胱機能を確認すること。
（１）介護認定審査における主治医の意⾒書
（２）サービス担当者会議等における医師の所⾒
（３）介護支援専⾨員等が聴取した居宅サービス計画等に記載する医師の所⾒
（４）個別に取得した医師の診断書 等

４ 特定福祉用具販売事業者が事前に確認すべき事項
排泄予測支援機器の利用によって⾃⽴した排尿を⽬指すため、特定福祉用具販売事業者は

以下の点について、利用を希望する者に対して事前に確認の上、販売すること。
（１）利用の⽬的を理解して、トイレでの⾃⽴した排尿を⽬指す意志があるか。
（２）装着することが可能か。
（３）居宅要介護者やその介助者等が通知を理解でき、トイレまでの移動や誘導が可能か。
なお、居宅要介護者等の状態により、通知から排尿に⾄る時間（排尿を促すタイミング）

は異なることから、販売の前に一定期間の試用を推奨し、積極的な助言に努めるとともに、
継続した利用が困難な場合は試用の中⽌を助⾔すること。
また、介助者も⾼齢等で利用に当たり継続した支援が必要と考えられる場合は、販売後も

必要に応じて訪問等の上、利用状況等の確認や利用⽅法の指導等に努めること。

５ 市町村への給付申請
利用者は、３に掲げるいずれかの書⾯を介護保険法施⾏規則(平成11年3月31日厚生省令

第36号)第71条第1項及び第90条第1項に掲げる申請書に添付しなければならない。
また、市町村は、利用者の状態や介助体制、試用状況を確認する必要がある場合、利用者、

特定福祉用具販売事業者、介護支援専門員、主治医等に対して事実関係の聴取を実施するこ
と。

６ 介護支援専門員等との連携
利用者が指定居宅介護支援又は指定介護予防支援を受けている場合、福祉用具専⾨相談員

は、サービス担当者会議等において排泄予測支援機器の利用について説明するとともに、介
護支援専門員に加え、他の介護保険サービス事業者等にも特定福祉用具販売計画を提供する
等、支援者間の積極的な連携を図ることにより、利用状況に関する積極的な情報収集に努め
ること。
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事 務 連 絡

令和４年３⽉31日

都 道府県

各 指定都市 介護保険主管部（局） 御中

中 核 市

厚生労働省⽼健局⾼齢者支援課

介護保険制度の福祉用具・住宅改修に係るＱ＆Ａの送付について

平素より、介護保険⾏政にご尽⼒をいただき厚く御礼申し上げます。

令和４年４⽉１日より適用となる特定福祉用具販売の排泄予測支援機器の給付、その他福祉

用具や住宅改修について、Ｑ＆Ａを作成しましたので、内容についてご了知の上、都道府県に

おかれましては、管内市町村、関係団体、関係機関等に周知いただきますようお願いします。

【お問い合わせ先】

厚生労働省⽼健局⾼齢者支援課

福祉用具・住宅改修係

連絡先︓fukushiyougu@mhlw.go.jp
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（排泄予測支援機器）

Ａ 排泄予測支援機器が本体から、専用のアプリケーションがダウンロードされたスマー
トフォンやタブレット等に近接通信機能(ブルートゥース)で通知するものが想定される。
なお、解釈通知では「福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能

が含まれる場合は、法に基づく保険給付の対象外」とされているが、上記のようにイン
ターネットを使用せず、排泄予測支援機器本体からスマートフォン等に通知する場合は、
これにあてはまらない。

Q１ 「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」（⽼企第３
４号平成12年１⽉31日厚生省⽼⼈保健福祉局企画課⻑通知）（以下「解釈通知」とい
う。）では、排泄予測支援機器について「利用者が常時装着した上で、膀胱内の状態を
感知し、尿量を推定するものであって、⼀定の量に達したと推定された際に、排尿の機
会を居宅要介護者等又はその介護を⾏う者に⾃動で通知する」とあるが、通知について、
どのようなものを想定しているか。

（排泄予測支援機器）

Ａ 使用方法については以下のような方法が考えられる。
① 居宅要介護者等本⼈が装着し排尿の機会を知らせることで、適時にトイレに移動
し排泄する。

② 介助者が通知により、排泄の声かけやトイレへの誘導を⾏い、本人の排泄を促す。
そのため、独居の場合でも①のような使用方法があり、必ずしも給付対象外になるも

のではないが、排泄予測支援機器の使用⽬的の理解や試用状況等を特に確認の上、適切
に使用することにより、トイレでの⾃⽴した排泄が期待できるのか、十分に検討するこ
と。

Q２ 給付対象や利用が想定しにくい者については、「介護保険の給付対象となる排泄予
測支援機器の留意事項について」（⽼⾼発０３３１第３号令和４年３⽉３１日厚生労働
省⽼健局⾼齢者支援課⻑通知）（以下「留意事項通知」とする。）に規定されているが、
独居の者も含まれるのか。

（排泄予測支援機器）

Ａ 留意事項通知の２で規定している者については、一般的に使用が想定しにくい者を記
しているが、十分に検討の上、適切に使用することにより、トイレでの⾃⽴した排泄が
期待できる場合は対象として差し支えない。

Q３ 留意事項通知の２では、調査項⽬２－５排尿の直近の結果が「１．介助されていな
い」の者については、利用が想定しにくいとしているが、おむつ等を使用していても、
⾃分で準備から後始末まで⾏っている者が、トイレでの⾃⽴した排尿を⽬的として使用
する場合は如何。
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（排泄予測支援機器）

Ａ 居宅要介護者等の膀胱機能について、留意事項通知３の（１）から（４）のいずれか
の方法により既に確認をしたことがある場合であって、当該時点から居宅要介護者等の
状態も概ね変化等がないと考えられる場合は、改めての確認は不要である。

Q４ 留意事項通知の３では、販売に当たり、膀胱機能等を医師の所⾒等で確認すること
としているが、販売を検討する以前の段階で既に確認しているような場合、改めての確
認が必要か。

（排泄予測支援機器）

Ａ 排泄予測支援機器はトイレでの⾃⽴に向けた排泄を促すことを⽬的として給付対象と
しているので、このような使用を⽬的として給付することは適切ではない。

Q５ 常時失禁の状態の者でおむつの交換時期等を把握するため、排泄予測支援機器を給
付することは可能か。

（排泄予測支援機器）

Ａ ⾃動排泄処理装置を貸与されていることのみをもって、排泄予測支援機器の給付が対
象外になることはない。ただし、⾃動排泄処理装置を必要とする場合、排泄予測支援機
器を必要とする場合は異なるものと考えられることから、要介護者等の状態や目的等を
十分に聴取して、十分な検討が必要である。

Q６ 「⾃動排泄処理装置」を貸与されている居宅要介護者等が購⼊した場合も保険給付
対象となるのか。

（排泄予測支援機器）

Ａ 留意事項通知等で⽰す状態に該当し、排泄予測支援機器を使用することによって⾃⽴
した排尿が期待できる場合に給付対象とすることは可能である。

Q７ 要支援者、要介護４・５の者でも給付対象とすることは可能か。
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（排泄予測支援機器）

Ａ 留意事項通知４の販売に当たり確認すべき事項（１）〜（３）については、以下の点
について注意されたい
（１）排泄予測支援機器はトイレでの⾃⽴した排泄を促すことを⽬的としており、失禁

をなくすものではないことを理解していること。
（２）製品によっては体型や体質により装着が困難な者もいるとされていることから、

製品の特徴等を十分に説明した上で、装着後の状況等を聴取すること。
（３）通知を受信するスマートフォン等の使用に慣れており、通知を確認・理解するこ

とができるか、また、使用前の介助状況を確認し、居宅要介護者等が主に過ごして
いる居室等からトイレまでの介助方法や時間等を確認すること。

また、必ずしも販売にあたり試用は要件ではないが、（２）と（３）を確認するため
には一定期間の試用が望ましいこと、（１）についても試用を通じて理解が促進される
ことから、退所前の施設等で使用していた等の特別な事情がない限り、試用を推奨し、
積極的な助言に努めるとともに、継続した利用が困難な場合は試用の中⽌を助⾔するこ
と。

Q８ 特定福祉用具販売事業所（福祉用具専門相談員）が留意事項通知の４で規定されて
いる販売に当たり確認すべき事項について、どのような点に注意することが考えられる
か。

（排泄予測支援機器）

Ａ 留意事項通知５の記載のとおり、以下の書類等を利用者は市町村に提出することとし
ている。
・必要事項（※）が記載された申請書
・領収証及び当該特定福祉用具のパンフレットその他の当該特定福祉用具の概要を記
載した書面

・医学的な所⾒が分かる書類
（※）特定福祉用具の種目、商品名、製造事業者名及び販売事業者名、購入に要した

費用及び当該購⼊を⾏った年⽉日、必要である理由。なお、必要な理由について
は、居宅サービス計画又は特定福祉用具販売計画の記載で確認できる場合は不要
である。

また、試用状況等の確認に際して、特定福祉用具販売事業所等が整理した別添の確認
調書のような書類について、市町村は必要に応じて利用者に対して提出等を求めていた
だきたい。なお、申請書や特定福祉用具販売計画等に確認調書と同様のことを記載する
ことについても考えられる。

Q９ 市町村で福祉用具購入費の申請を受けた際の審査において、給付対象の状態である
ことをどのように把握したらよいのか。
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（電動⾞いす）

Ａ 踏切の単独⾛⾏を⼀律に禁⽌するものではなく、移動⼿段がハンドル形電動⾞いすに
限られ、生活動線上に迂回路がなく踏切を⾛⾏せざるを得ないような場合には、安全に
利用できる⽅策をケアチームが検討した上で、判断できる旨を示したものと考えられる
ことから、個々の居宅要介護者等の状態を踏まえ判断されたい。

Q10 令和２年度⽼⼈保健健康増進等事業において⼀般社団法⼈全国福祉用具専⾨相談員
協会が作成した「ハンドル形電動⾞いすの貸与実務における安全利用のためのガイド
ライン・指導手順書」を踏まえると、踏切道の単独⾛⾏禁⽌が貸与条件となるのか。

（住宅改修）

Ａ 日本産業規格(JIS)A5917衝撃緩和型畳(床)に該当するものが考えられる。なお、当
該JISに該当しない場合、改修される畳敷きの性能等を施工業者等から聴取等を通じて
確認の上、居宅要介護被保険者の⼼⾝の状況を考慮したものであるか特に確認すること。

Q11 住宅改修の「滑りの防⽌及び移動の円滑化等のための床又は通路⾯の材料の変更」
について、居室を畳敷きに改修するにあたり、平成29年7月のQ＆Aで示されている
「転倒時の衝撃緩和機能が付加された畳床を使用したもの」について、どのようなもの
が該当すると考えられるか。

（住宅改修）

Ａ 対象として差し支えない。

Q12 住宅改修の「滑りの防⽌及び移動の円滑化等のための床又は通路⾯の材料の変更」
について、転倒時の衝撃を緩和する材料に変更することにより、移動の円滑化が期待さ
れる場合、このような改修は対象となるか。
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別添
排泄予測支援機器 確認調書

介護保険法による特定福祉用具の販売にあたり、下記の内容について、確認しました。

年 月 日
事業所名 k
所在地 k
確認者名 k

記

【利用者情報】

氏 名 k

生年⽉日 年 月 日 年齢 歳

同居家族 トイレへの主な介助者 k

要介護区分 要介護・要支援 k

介護認定調査 項⽬２－５排尿（該当するものに○をする）

１．介助されていない ２．⾒守り等 ３．一部介助 ４．全介助

【試用した排泄予測支援機器】

メーカー名︓ 機種名︓ k

【確認項目】

試用の有無
※無の場合はその理由

有 ・ 無（無の場合、以下に試用しなかった理由を記載）
k

k

試用期間 月 日 〜 月 日（１日あたり 時間装着）

装着し、通知がされたか 可・否 通知後、トイレまでの誘導時間 分

試用結果（※）（通知後にトイレで排泄できた回数／実際の通知回数）

月 日 回／ 回 月 日 回／ 回

月 日 回／ 回 月 日 回／ 回

月 日 回／ 回 月 日 回／ 回

月 日 回／ 回 月 日 回／ 回

（※）試用結果は、実際の試用期間に応じて記入してください。
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⽼振発第0410001号

平成21年4月10日

各都道府県介護保険主管部（局）⻑ 殿

厚生労働省⽼健局⾼齢者支援課⻑

「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定

める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目」及び「介護保険の給付

対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」の改正等に伴う実施上の留意事項につ

いて

今般、「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大

臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目の一部を改正する

件」 （平成21年3月13日厚生労働省告⽰第84号）が公布されたこと及び「介護保険の給付対

象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて」（平成1 2年1月3 1日⽼企第34号。以下

「解釈通知」という。）の⼀部改正が⾏われたこと並びに平成20年10月8日及び21日に開催さ

れた「介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会」（以下「検討会」という。）における議論を

踏まえ、福祉用具等の範囲についても整理を⾏ったことに伴い、本年4月1日から取扱いが変更

される点及び留意事項等は別添のとおりであるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関

係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにされたい。
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(別添)
第1 改正に伴う変更点及び留意事項等について
1 体位変換器

「厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種
目」(平成11年3月31日厚生省告⽰第93号。以下「貸与告示」という。)第6項に掲げる
「体位変換器」については、解釈通知において、仰臥位から側臥位への体位の変換を⾏う
ことができるもののみを給付対象としてきたところであるが、今般、解釈通知の改正によ
り、仰臥位から座位への体位の変換を⾏えるものを給付対象に含めることとしたものであ
る。ただし、安全性の確保のため、転落等が予想されるベッド上での使用や、当該福祉用
具が設計上想定しない場⾯での使用は⾏わない等の留意が必要である。

2 移動用リフト(つり具の部分を除く。)
貸与告示第12項に掲げる「移動用リフト(つり具の部分を除く。)」の床⾛⾏式について

は、解釈通知において、「床を移動し」としていたことから、水平方向、上下方向に移動
するもののみを給付対象としてきたところであるが、今般、解釈通知を「床又は階段等を
移動し」と改正したことにより、階段等の斜め方向に移動できるもの(以下「階段移動用
リフト」という。)を給付対象に含めることとしたものである。ただし、階段移動用リフ
トについては、転落等の事故の防⽌に留意しなければならないこと及び使用にあたっては
主に利用者の家族、訪問介護員等(以下「利用者の家族等」という。)によって操作される
ことが想定されるため、利用者の家族等によって安全に使用されなければならないことか
ら、階段移動用リフトを指定福祉用具貸与又は指定介護予防福祉用具貸与(以下「指定福
祉用具貸与等」という。)として提供する場合には、次に掲げる手続き等を経ること。
(1) 指定福祉用具貸与等の提供を⾏おうとする福祉用具専⾨相談員が、階段移動用リフ
トの製造事業者等が実施している講習を受講し、かつ、当該講習の課程を修了した旨の
証明を受けていること。

(2) 福祉用具専⾨相談員が、サービス担当者会議等を通じて、利用者の家族等に対し、
利用者の家族等の⼼⾝の状況及びその置かれている環境に照らして、階段移動用リフト
の適切な使用のための助⾔及び情報提供を⾏う等の必要な措置を講じていること。

(3) 福祉用具専門相談員は、介護支援専門員又は担当職員(以下「介護支援専門員等」と
いう。)が居宅サービス計画又は介護予防サービス計画(以下「居宅サービス計画等」と
いう。)に指定福祉用具貸与等として階段移動用リフトを位置付ける場合にあっては、
当該福祉用具の使用⽅法、使用上の留意事項等について⼗分な説明を利用者の家族等に
⾏った上で、実際に当該福祉用具を使用させながら指導を⾏い、専⾨的な⾒地から安全
性に⼗分に配慮してその要否を判断し、責任をもって提供を⾏うこと。

(4) 指定福祉用具貸与事業所等は、階段移動用リフトの⾒やすい場所に使用に当たって
の留意事項等を掲⽰し、利用者の家族等に対し、安全性に関する情報の提供を⾏うこと。
なお、⾞いすに装着等することにより⼀体的に使用するもので、⾞いす付属品として

同様の機能を有するものについても、安全性の確保について同様に留意する必要がある。
3 特殊尿器

「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣
が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目」(平成11年3月
31日厚生省告⽰第94号。以下「販売告示」という。)第2項に掲げる「特殊尿器」につい
ては、解釈通知において、尿が⾃動的に吸引されるもののみを給付対象としてきたところ
であるが、今般、便が⾃動的に吸引されるものについても給付対象に含めることとしたも
のである。
また、便が⾃動的に吸引されるものは、衛生性が確保されたものを使用するよう留意が

必要である。
なお、便が⾃動的に吸引されるものについては、利用者が継続して使用し続けることで、

かえって利用者の有する能⼒に応じ⾃⽴した日常生活が営めなくなる場合や、廃用症候群
が生じる場合も想定される。このため、居宅介護福祉用具購⼊費及び介護予防福祉用具購
入費を算定できる場合は、次のいずれにも該当する場合とする。
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(1) 特殊尿器(便が⾃動的に吸引されるもの)が必要と判断される者であること
次の①のア、イのいずれか又は②のア、イのいずれかに該当する者とする。

① 利用者が指定居宅介護支援又は指定介護予防支援を受けている場合
ア 「要介護認定等基準時間の推計の方法」(平成12年3月24日厚生省告⽰第91号)別
表第一の調査票(以下「調査票」という。)のうち調査項目「2―1 移乗」及び
「2―6 排便」の直近の結果を用い「全介助」である者
利用者の調査票について必要な部分(実施日時、調査対象者等の時点の確認及び

本⼈確認できる部分並びに基本調査の回答で当該利用者の状態像の確認が必要な部
分)の内容が確認できる文書で判断すること。

イ 医師の医学的な所⾒及びサービス担当者会議を通じた適切なケアマネジメントに
基づき、当該福祉用具が必要と判断された者
介護支援専⾨員等は、医師に対し、当該福祉用具の使用の必要性について、意⾒

を求めることとする。
なお、当該医師の医学的な所⾒については、主治医意⾒書によるもののほか、医

師の診断書又は担当の介護支援専⾨員等が聴取した居宅サービス計画等に記載する
医師の所⾒でも差し支えない。

② 利用者が指定居宅介護支援又は指定介護予防支援を受けていない場合
ア ①のアに同じ
イ 医師の医学的な所⾒に基づき、当該特殊尿器の使用が必要であると判断された者

当該医師の医学的な所⾒については、主治医意⾒書又は医師の診断書とする。
(2) 市町村が当該福祉用具の必要性を確認できる場合であること

利用者は、(1)に掲げるいずれかの書⾯を介護保険法施⾏規則(平成11年3月31日厚
生省令第36号)第71条第1項及び第90条第1項に掲げる申請書に添付しなければならな
い。

4 入浴補助用具
販売告⽰第三項に掲げる「⼊浴補助用具」については、⼊浴に際しての補助を⾏えるも

のを対象としているところであるが、今般、身体に直接巻き付けて使用するもので浴槽へ
の出⼊り等を容易に介助することができる⼊浴用介助ベルトについても給付対象に含める
こととしたものである。

第2 保険給付の対象となる福祉用具等の範囲の整理について
1 認知症⽼⼈徘徊感知機器

貸与告示第11項に掲げる「認知症⽼⼈徘徊感知機器」については、解釈通知において、
「屋外へ出ようとした時又は屋内のある地点を通過したときに家族、隣⼈等へ通報するも
の」を対象としているところであるが、今般、検討会での議論を踏まえ、「ベッドや布団
等を離れた時に通報する」ものについても、「屋内のある地点を通過した時に」の解釈に
含まれ、給付対象であることと整理したものである。

2 引き⼾等への扉の取替え
「厚生労働⼤⾂が定める居宅介護住宅改修費等の支給に係る住宅改修の種類」(平成11

年3月31日厚生省告⽰第95号)第四号に掲げる「引き⼾等への扉の取替え」については、
従来、扉位置の変更等を含め扉の取替えとしてきたところであるが、検討会での議論を踏
まえ、引き⼾等の新設により、扉位置の変更等に⽐べ費用が低廉に抑えられる場合もある
ことから、その場合に限り「引き⼾等の新設」は「引き⼾等への扉の取替え」に含まれ、
給付対象であることと整理したものである。


